
資料編 
○ 千歳市国民保護協議会委員である関係団体等 

 

【指定行政機関・指定地方行政機関（自衛隊含む）】 

名称 担当部署 所在地 電話番号 
その他の 

連絡方法 

札幌開発建設部 

千歳道路事務所 
工務課 

千歳市北斗 

６丁目１３－３ 

０１２３（２３） 

２１９１～２ 
 

札幌開発建設部 

千歳川河川事務所 
計画課 

千歳市住吉 

１丁目１－１ 

０１２３（２４） 

１１１４ 
 

札幌開発建設部 

千歳空港建設事業所 
 

千歳市美々 

新千歳空港内 

０１２３（２４） 

７１１１ 
 

東京航空局 

新千歳空港事務所 
航空保安防災課 

千歳市美々 

新千歳空港内 

０１２３（２３） 

４１７３ 
 

第一管区海上保安本部

千歳航空基地 
専門官 千歳市平和 

０１２３（２３） 

９１１８ 
 

北海道農政事務所 企画調整室 
札幌市中央区南２２条

西６丁目２－２２ 

０１１（３３０） 

８８０１ 
 

石狩森林管理署 総括事務管理官 
札幌市中央区南９条 

西２３丁目－１－１０ 

０１１（５６３） 

６１１１ 
 

札幌管区気象台 防災調査課 
札幌市中央区北２条 

西１８丁目２ 

０１１（６１１） 

６１４９ 
 

北海道防衛局 

千歳防衛事務所 
 

千歳市東雲町３丁目２

－１ 

０１２３（２３） 

３１４５ 
 

北海道総合通信局 
総務部総務課総

括係 

札幌市北区北８条西２

丁目 札幌第一合同庁舎 

０１１－７０９－

２３１１  
 

陸上自衛隊 

第１１普通科連隊 
第３科 千歳市祝梅１０１６ 

０１２３（２３） 

５１３１ 
 

航空自衛隊 

第２航空団 
防衛部防衛班 千歳市平和無番地 

０１２３（２３） 

３１０１ 
 

 

【北海道機関】 

名称 担当部署 所在地 電話番号 
その他の 

連絡方法 

石狩振興局地域創生部 地域政策課 札幌市中央区北３条西

７丁目 

０１１（２０４） 

５８１８ 

 

石狩振興局保健環境部 

千歳地域保健室 

企画総務課 東雲町４丁目２ ０１２３（２３） 

３１７５ 

 

札幌建設管理部 

千歳出張所 

施設保全室 桂木６丁目１－２８ ０１２３（２３） 

４１９１ 

 

札幌方面千歳警察署 警備課 東雲町５丁目６１ ０１２３（４２） 

０１１０ 

 

 

 

 



【指定公共機関・指定地方公共機関】 

名称 担当部署 所在地 電話番号 
その他の 

連絡方法 

北海道電力㈱ 

送配電カンパニー千歳

ネットワークセンター 

お客さま 

センター 

千歳市北栄 

２丁目２－２０ 

０１２３（２３） 

５１０１ 

 

北海道旅客鉄道㈱ 

千歳駅 

副駅長 千歳市千代田７丁目７

－２ 

０１２３（２３） 

２０４０ 

 

北海道旅客鉄道㈱ 

新千歳空港駅 

副駅長 千歳市美々 

新千歳空港内 

０１２３（４５） 

７００１ 

 

東日本電信電話㈱ 

北海道事業部 

災害対策室 札幌市中央区北１条西

４丁目 
０１１（２１２） 

４４６６ 

 

㈱ドコモＣＳ北海道 

苫小牧支店 

ネットワーク 

担当 

苫小牧市旭町３丁目６

－１３ 

０１４４（３２） 

８４１０ 

 

日本郵便㈱千歳郵便局 総務課 千歳市千代田町 

７丁目１０１－２０ 

０１２３（２３） 

２３４１ 

 

北海道ガス㈱千歳支店 営業グループ 千歳市清水町 

１丁目１－１ 

０１２３（２６） 

８６２３ 

 

千歳医師会 事務局 千歳市東雲町２－３４ 

千歳市教育委員会庁舎内 

０１２３（２４） 

３５４９ 

 

千歳歯科医師会 理事 千歳市稲穂４丁目３－

１０（リーフ歯科） 

０１２３（４０） 

３３３３ 

 

日本通運㈱ 

千歳支店 

 千歳市上長都１０５７

－２１ 

０１２３（２４） 

０２８１ 

 

北海道中央バス㈱ 

千歳営業所 

 千歳市青葉２丁目４－

３ 

０１２３（２３） 

２１７１ 

 

千歳市薬剤師会 会長 千歳市北光２丁目１－

１ 

０１２３（２４） 

３０００ 

 

 

【国民の保護のための措置に関し知識又は経験を有する者】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



○千歳市国民保護協議会委員以外の関係団体 

【その他の機関】 

名称 担当部署 所在地 電話番号 
その他の 

連絡方法 

陸上自衛隊 

第１特科団 

第３科 千歳市北信濃 

７２４ 

０１２３（２３） 

２１０６ 

 

自衛隊札幌地方協力

本部千歳地域事務所 

運用班 千歳市錦町４丁目３３ ０１２３（２６） 

１７７５ 

 

北海道防衛局 総務課 札幌市中央区大通西

１２札幌第3合同庁舎 

０１１（２７２） 

７５７８ 

 

新千歳航空測候所 

 

 千歳市美々 

新千歳空港内 

０１２３（４５） 

７７１３ 

 

北海少年院  千歳市大和 

４丁目７４６－１０ 

０１２３（２３）

３１４７ 

 

紫明女子学院  千歳市大和 

４丁目６６２－２ 

０１２３（２２）

５１４１ 

 

千歳商工会議所  千歳市東雲町 

３丁目２－６ 

０１２３（２３） 

２１７５ 

 

千歳市社会福祉協議

会 

 千歳市東雲町 

１丁目１１ 

０１２３（２７） 

２５２５ 

 

千歳市町内会連合会  千歳市幸町４丁目３

０ 

０１２３（２７） 

３７５０ 

 

千歳市赤十字奉仕団  千歳市東雲町１丁目

１１ 

０１２３（２７）

２５２５ 

 

道央農業協同組合 

千歳支所 

 千歳市高台 

５丁目１－１５ 

０１２３（２３）

５６００ 

 

千歳市森林組合  千歳市稲穂 

１丁目８－８ 

０１２３（２３）

３０４４ 

 

日本航空㈱ 

千歳空港支店 

 千歳市美々 

新千歳空港内 

０１２３（４５）

２１０４ 

 

全日本空輸㈱ 

（ANA新千歳空港㈱） 

 千歳市美々 

新千歳空港内 

０１２３（４５）

５０３０ 

 

王子製紙㈱ 

苫小牧工場 

 苫小牧市王子町２丁

目１－１ 

０１４４（３２）

０１１１ 

 

 

千歳相互観光バス㈱  千歳市里見２丁目１ ０１２３（２８）

８８２２ 

 

千歳建設業協会  千歳市本町 

１丁目１６ 

０１２３（２２） 

２４２８ 

 

千歳市環境整備事業 

協同組合 

 千歳市上長都 

１０５７－７ 

０１２３（２４） 

１３６６ 

 

 

 

 

 

 

 



【関係自治体】 

名称 担当部署 所在地 電話番号 
その他の 

連絡方法 

札幌市 危機管理対策室 

危機管理対策課 

札幌市中央区北１西２ 

 

０１１（２１１） 

３０６２ 

 

江別市 総務部 

危機対策室 

江別市高砂町６ ０１１（３８１） 

１４０７ 

 

恵庭市 総務部 

基地・防災課 

恵庭市京町１ ０１２３（３３） 

３１３１ 

 

北広島市 総務部 

危機管理課 

北広島市中央４丁目２

－１ 

０１１（３７２） 

３３１１ 

 

石狩市 総務部 

総合危機管理室 

石狩市花川北６条１丁

目３０－２ 

０１３３（７２） 

３１９０ 

 

当別町 総務課 

総務係 

当別町白樺町５８－９ ０１３３（２３） 

２３３０ 

 

新篠津村 総務課 新篠津村第４７線北１

３ 

０１２６（５７） 

２１１１ 

 

苫小牧市 市民生活部 

危機管理室 

苫小牧市旭町 

４丁目５－６ 

０１４４（３２） 

６２８０ 

 

伊達市 総務課 伊達市鹿島町２０－１ ０１４２（２３） 

３３３１ 

 

白老町 総務課 白老町大町 

１丁目１－１ 

０１４４（８２） 

４２７７ 

 

安平町 総務課 安平町早来大町９５ ０１４５（２２） 

２５１１ 

 

由仁町 総務課 由仁町新光２００ ０１２３（８３） 

２１１１ 

 

長沼町 政策推進課 長沼町中央北 

１丁目１－１ 

０１２３（８８） 

２１１１ 

 

厚真町 総務課 厚真町京町１２０ ０１４５（２７） 

２３２１ 

 

むかわ町 総務課 むかわ町美幸町 

２－８８ 

０１４５（４２） 

２４１１ 

 

 

 

 

 

【関係機関との協定一覧】 

 協定名称 協定先 締結年月日 応援の内容 
災害時の医療救護活動に 

関する協定書 

社団法人 千歳医師会 平成元年４月１０日 救護活動 

災害時相互応援に関する 

協定 

苫小牧市・千歳市・恵庭市 平成８年５月２９日 相互応援 

災害時等における北海道 

及び市町村相互の応援に 

関する協定 

北海道・北海道市長会・ 

北海道町村会 

平成９年１１月５日 北海道及び市町村相互の 

応援 



協定名称 協定先 締結年月日 応援の内容 
災害時におけるLPガス 

供給の協力に関する協定 

社団法人 北海道エルピー

ガス協会石狩支部千歳分会 

平成１１年３月３１日 LPガス等の供給 

災害時の歯科医療救護活

動に関する協定 

社団法人 千歳歯科医師会 平成１４年４月１２日 救護活動 

災害時における遺体 

搬送等に関する協定 

社団法人 全国霊柩自動車

協会 

平成１５年８月２６日 遺体搬送等 

避難場所広告看板に関す

る協定 

NTT北海道電話帳 株式会社 平成１６年１１月５日 避難場所の広告 

避難場所広告看板に関す

る協定 

北電興業 株式会社 平成１７年６月２０日 避難場所の広告 

災害時における応急 

対策業務に関する協定 

千歳建設業協会 平成１８年４月２６日 災害応急対策 

災害時における応急 

対策業務に関する協定 

千歳市環境整備事業 

協同組合 

平成１８年４月２６日 災害応急対策 

緊急事態における隊友会 

の協力に関する協定 

社団法人隊友会 

千歳地方隊友会千歳支部 

平成１８年５月１８日 必要な援助 

災害時における応急対策

業務に関する協定 

千歳市管工事業協同組合 平成１９年１月２６日 災害応急対策 

災害時における応急生活 

物資供給等の協力に関す

る協定 

イオン北海道 株式会社 平成２０年１月３１日 応急生活物資供給等 

災害時における協力に関

する協定 

日本郵便  株式会社  

千歳支店 

平成２０年６月３０日 郵便関連に関するもの 

災害時における応急対策

業務に関する協定 

千歳電業協会 平成２０年１０月３０日 災害応急対策 

災害時における救援物資

提供に関する協定 

北海道キリンビバレッジサ

ービス 株式会社 

平成２２年４月２１日 救援物資提供 

大規模災害等の発生時に

おける相互応援に関する

協定 

花巻市、名取市、岩沼市、

伊丹市、大村市、霧島氏 

平成２２年９月２４日 相互応援 

災害対応型自動販売機に

よる協働事業に関する協

定 

北海道コカ・コーラボトリ

ング 株式会社 

平成２３年６月２３日 救援物資提供 

災害時における飲料の提

供等に関する協定 

サントリーフーズ  

株式会社 

平成２３年６月２９日 救援物資提供 

災害等に発生時における

応急・復旧活動の支援に関

する協定 

北海道エルピーガス 

災害対策協議会石狩支部 

平成２３年９月２日 災害応急対策 

災害時等の相互応援に関

する協定 

指宿市 平成２３年１０月２１日 相互応援 

災害時における燃料の供

給等に関する協定 

千歳地方石油業協同組合 平成２４年２月１５日 燃料提供 

災害時における燃料の供

給等に関する協定 

千歳燃料販売同業組合 平成２４年２月１５日 燃料提供 

災害等におけるレンタル

機材の提供に関する協定 

 

太平洋商事 株式会社 平成２４年３月１５日 救援物資提供 



協定名称 協定先 締結年月日 応援の内容 

災害等におけるレンタル

機材の提供に関する協定 

株式会社 カナモト 

千歳営業所 

平成２４年３月１５日 救援物資提供 

災害等におけるレンタル

機材の提供に関する協定 

日立建機日本 株式会社  

千歳営業所 

平成２４年３月１５日 救援物資提供 

災害等におけるレンタル

機材の提供に関する協定 

北海産業 株式会社 

千歳営業所 

平成２４年３月１５日 救援物資提供 

大規模災害時等における

連携に関する協定 

第１１普通科連隊 平成２４年９月８日 連携 

災害等における災害時に

おける一時避難所に関す

る協定 

セガサミーゴルフエンタテ

イメント 株式会社 

平成２４年１１月１２日 避難所の提供 

大規模災害時等における

派遣隊員の留守家族支援

に関する協定 

東千歳駐屯地、北千歳駐屯

地、千歳基地 

平成２４年１１月９日 留守家族支援 

災害等におけるレンタル

機材の提供に関する提供 

株式会社 レンテム 平成２４年１１月１９日 救難物資提供 

災害等におけるレンタル

機材の提供に関する協定 

株式会社 ナガワ 平成２４年１１月１９日 救援物資提供 

アマチュア無線による災

害時応援協定 

千歳アマチュア無線協会 平成２５年４月１６日 情報提供 

災害時における福祉避難

所の運営に関する協定 

社会福祉法人  

千歳市社会福祉協議会 

平成２５年６月１０日 福祉避難所開設 

災害に係る情報発信等に

関する協定 

ヤフー 株式会社 平成２５年１１月２９日 情報発信 

災害時における物資の輸

送及び保管・管理に関する

協定 

ヤマト運輸 株式会社 

千歳主管支店 

平成２６年３月６日 救援物資輸送 

災害時の応援に関する協

定 

財務省北海道財務局 平成２６年３月２８日 災害復旧事務 

災害時等における物資提

供に関する協定 

北海道森紙業 株式会社 平成２６年４月２８日 救援物資提供 

原子力災害時等における

広域避難に関する協定 

倶知安町 平成２６年１０月３０日 原子力災害時における倶知

安町住民の受け入れ 

災害時等における電気設

備等の応急対策業務に関

する協定 

一般財団法人 北海道電気

保安協会 

平成２７年２月４日 災害応急対策 

災害時における救援物資

提供に関する協定 

 

北海道キリンビバレッジ 

株式会社 

平成２７年３月２５日 救援物資提供 

災害時おける米軍再編6基

地関係自治体の相互応援

協定 

米軍再編 6 基地関係自治体

連絡協議会加盟20自治体 

平成２７年３月３１日 相互応援 

災害時等における緊急・支

援物資の輸送に関する協

定 

札幌地区トラック協会千歳

支部 

平成２８年６月２４日 救援物資輸送 



協定名称 協定先 締結年月日 応援の内容 

災害時における応急生活

物資の供給等に関する協

定 

千歳工業クラブ 平成２８年８月９日 災害応急対策 

災害時における応急対策

業務に関する協定 

千歳電通業協会 平成２９年８月２２日 災害応急対策 

災害時の物資供給及び店

舗営業の継続又は早期再

開に関する協定 

株式会社セブン-イレブン

・ジャパン 

平成２９年８月２８日 救援物資提供 

災害時におけるバス輸送

の協力に関する協定 

千歳相互観光バス株式会社 平成３０年３月２９日 避難者輸送等 

 

【関係報道機関一覧】 

名称 所在地 電話番号 ＦＡＸ 

北海道新聞社千歳支局 東雲町２丁目１５ ０１２３－２３－２３４５ ０１２３－２４－４４７４ 

千歳民報社 北斗２丁目１０－１５ ０１２３－２３－４２１１ ０１２３－２３－２６００ 

 

【被災情報の報告様式】 

 年 月 日に発生した○○○による被害（第 報） 
 

平成 年 月 日  時 分 
                                千 歳 市 

 
１ 武力攻撃災害が発生した日時、場所（又は地域） 
 (1) 発生日時  平成 年 月 日 
 (2) 発生場所  ○○市△△町Ａ丁目Ｂ番Ｃ号（北緯  度、東経  度） 
２ 発生した武力攻撃災害の状況の概要 
３ 人的・物的被害状況 

  人 的 被 害 住 家 被 害 その他  
死 者 行方 

不明者 
負 傷 者 全壊 半壊         
重傷 軽傷 

(人) (人) (人) (人) (棟) (棟)  

       

       

       

 
※ 可能な場合、死者について、死亡地の市町村名、死亡の年月日、性別、年齢及び死亡時の概況を一人

ずつ記入してください。 

 

 

 

 

 年月日 性別 年齢 概     況  

    

    

    

 



【第一追加議定書第６６条３に規定される身分証明書】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【避難実施要領パターン例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 



 

避難実施要領パターン【別図】 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

【基本用語の説明】 

 市国民保護計画で使用する主な用語の意味は次のとおりである。 

  

用 語 意 味 

武力攻撃 我が国に対する外部からの武力攻撃をいう。 

武力攻撃事態 
武力攻撃が発生した事態又は武力攻撃が発生する明白な危険が切迫して

いると認められるに至った事態をいう。 

武力攻撃予測事態 
武力攻撃事態には至っていないが、事態が緊迫し、武力攻撃が予測され

るに至った事態をいう。 

武力攻撃事態等 武力攻撃事態及び武力攻撃予測事態をいう。 

武力攻撃災害 
武力攻撃により直接又は間接に生ずる人の死亡又は負傷、火事、爆発、

放射性物質の放出その他の人的又は物的災害をいう。 

緊急対処事態 

武力攻撃の手段に準ずる手段を用いて多数の人を殺傷する行為が発生し

た事態又は当該行為が発生する明白な危険が切迫していると認められる

に至った事態（後日対処基本方針において武力攻撃事態であることの認

定が行われることとなる事態を含む。）で、国家として緊急に対処する

ことが必要なものをいう。 

事態認定 
武力攻撃事態であること、武力攻撃予測事態であること又は緊急対処事

態であることを政府が認定することをいう。 

対処基本方針 

武力攻撃事態等に至ったとき、武力攻撃事態等及び存立危機事態におけ

る我が国の平和と独立並びに国及び国民の安全の確保に関する法律（平

成１５年法律第７９号。以下「事態対処法」という。）に基づき政府が

定める武力攻撃事態等への対処に関する基本的な方針をいう。 

対処措置 

対処基本方針が定められてから廃止されるまでの間に、指定行政機関、

地方公共団体又は指定公共機関が事態対処法の規定に基づいて実施する

措置をいい、武力攻撃を排除するために必要な自衛隊が実施する侵害排

除活動及び国民保護措置などがある。 

国民保護措置 

国民保護法における「国民の保護のための措置」をいい、具体的には、

武力攻撃から国民の生命、身体及び財産を保護するため、又は武力攻撃

が国民生活及び国民経済に影響を及ぼす場合においてその影響が最小と

なるようにするための措置をいう。（例：住民の避難、避難住民等の救

援、武力攻撃災害への対処に関する措置等） 

国の対策本部 
事態対処法に基づき対処基本方針を定められたときに、内閣に設置する

事態対策本部をいう。 

国の対策本部長 

事態対処法に基づく国の対策本部の長をいい、内閣総理大臣（内閣総理

大臣に事故があるときは、そのあらかじめ指名する国務大臣）をもって

充てる。 

基本指針 

国民保護法における「国民の保護に関する基本指針」をいい、政府が、

武力攻撃事態等に備えて、国民の保護のための措置に関してあらかじめ

定める基本的な指針のことをいう。指定行政機関及び都道府県が定める

国民保護計画並びに指定公共機関が定める業務計画の基本となる。 

国民保護計画 

指定行政機関、都道府県及び市町村が、それぞれ実施する国民保護措置

の内容及び実施方法などに関して政府の定める基本方針に基づき定める

「国民の保護に関する計画」をいう。 



用 語 意 味 

国民保護協議会 

都道府県又は市町村における国民の保護のための措置に関する重要事項

を審議するとともに、国民保護計画を作成するための諮問機関となる協

議会をいう。 

地方公共団体 
普通地方公共団体である都道府県及び市町村と特別地方公共団体である

特別区、地方公共団体の組合などをいう。 

指定行政機関 

事態対処法及び武力攻撃事態等及び存立危機事態における我が国の平和

と独立並びに国及び国民の安全の確保に関する法律施行令（平成15年政

令第２５２号。以下「事態対処法施行令」という。）で定める中央行政

機関をいう。 

指定地方行政機関 
事態対処法及び事態対処法施行令で定める指定行政機関の道内地方支部

局等をいう。 

指定公共機関 

事態対処法及び事態対処法施行令で定める公共的機関（日本銀行、日本

赤十字社など）又は電気、ガス、輸送、通信などの公益的事業を営む法

人をいう。 

指定地方公共機関 

道の区域において電気、ガス、輸送、通信、医療その他の公益的事業を

営む法人等で、国民保護法の定めにより、あらかじめ当該法人の意見を

聴いて知事が指定するものをいう。 

国民保護業務計画 

指定公共機関及び指定地方公共機関が、それぞれ実施する国民保護措置

の内容及び実施方法などに関して定める「国民の保護に関する業務計画」

をいう。 

道対策本部 
国民保護法に基づき、道が設置する都道府県国民保護対策本部をいい、

政府が閣議決定し該当する都道府県を指定する。 

道対策本部長 道対策本部の長をいい、国民保護法に基づき、知事をもって充てる。 

市町村対策本部 
国民保護法に基づき、市町村が設置する市町村国民保護対策本部をいい、

政府が閣議決定し該当する市町村を指定する。 

市町村対策本部長 
市町村対策本部の長をいい、国民保護法に基づき、市町村長をもって充

てる。 

ＮＢＣ攻撃 
核兵器（Nuclear weapons）、生物兵器（Biological weapons）又は化学

兵器（Chemical weapons）による攻撃をいう。 

ダーティーボム 
放射性物質を散布することにより、放射能汚染を引き起こすことを意図

した爆弾をいう。 

生活関連等施設 

国民生活に関連を有する施設で、発電所、浄水施設などその安全を確保

しなければ国民生活に著しい支障を及ぼすおそれがあると認められるも

の、又は、危険物質等を貯蔵しているなどその安全を確保しなければ周

辺の地域に著しい支障を及ぼすおそれがあると認められる施設をいう。 

武力攻撃原子力災害 
武力攻撃に伴って原子力事業所外へ放出される放射性物質又は放射線に

よる被害をいう。 

自主防災組織 

災害の発生・拡大（特に大規模災害時）による被害を防止し、軽減する

ために地域住民が連携し、協力し合って「自らのまちは自ら守る」とい

う住民の隣保協同の精神により、効果的な防災活動を実施することを目

的として結成された自発的な防災組織をいう。 

 

 

 


